
























































巻12号2252頁，最高裁平成 9 年 9 月 9 日第三小法廷判決［園部逸夫裁判長］民集51巻
8 号3804頁）。




2007），岡口基一『要件事実マニュアル民法 2 』第 5 版563頁（ぎょうせい，2016）。
また，大江忠『要件事実民法（ 6 ）』第 4 版756頁（第一法規，2015）は，名誉回復請
求（民法723条）についての文脈ではあるが，社会的評価を低下させる事実の流布を
請求原因事実であるとしている。































6 年 2 月 8 日など従来からの基本的な考え方」である，と述べている。































































































































































































































は，プライバシー侵害行為の違法性が阻却される（最判平成 6 年 2 月 8 日民集




















































































































































（25）　最高裁昭和61年 6 月11日大法廷判決［矢口洪一裁判長］民集40巻 4 号872頁。
（26）　一審の東京地裁平成30年 1 月31日・東京地方裁判所平成28年（ワ）第24747号
［鈴木正紀裁判長］（判時2391号18頁）も，同様の判断を示している。
（27）　最高裁令和元年 7 月16日第三小法廷決定［山崎敏充裁判長］（判例集未搭載）。
（28）　令和元年 7 月17日付日本経済新聞など。
相関関係説からみた名誉毀損・プライバシー侵害の違法性判断 　　159
い，と判示したのに対して，大阪高裁判決が名誉とプライバシーの違いに何
ら言及しなかったのは，一審判決の指摘も踏まえると，両者が全く異なる保
護法益であると述べることができるかにつき明確な見解を示すことが困難で
あったことをうかがわせる。
　名誉毀損の場合とプライバシーの場合とで違法性の判断枠組みが共通する
のか否かという問題は，検索結果削除の判断枠組みの解釈を中心に，今後も
重要な論点として意識されることになるだろう。その際にも，相関関係説の
視角から検討することが益々重要になってくると思われる。
